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（１） 労働条件の明示について
（2024年４月１日から施行）
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⚫労使間紛争を未然に防止する
ために、労働者を雇用したら必
ず書面で「労働条件通知書」を
交付することになっている。

⚫正社員、パート、バイト、契約社
員等々全ての労働者に個々に
交付しなければならない。
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個人ごとに交付されるのね。
これで納得して働けるわ。

(１) 労働条件の明示について



皆勤手当 月2,000円 食事手当
（夜間時）

秋田ビル２Ｆ

アプリの開発。

⚫求人誌、ハローワークにある求人票は「労働条件通
知書」にかえることはできない。
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全て
労働条件通知書
ではありません。

求 人
正社員募集
月額25万円
制服貸与・通勤手当有
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(２) 労働時間の上限規制について



⚫ 法定労働時間（労働基準法第32条）

⚫ 原則

・ 1週間に40時間を超えて労働させてはならない。

・ 1日に8時間を超えては労働させてはならない。

これを超えて時間外労働、休日労働をさせる時は、労働者の代表者と協定（36協定）を結び、労働基準
監督署に届けなければならない（労働基準法第36条）。

(２) 労働時間の上限規制について
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届出がないと違反。
会社の残業時間が書
いてある！
この時間以上の残業
はさせられない。



(２) 労働時間の上限規制について
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時間外労働の上限規制
⚫ 時間外労働の上限は、原則として月45時間（月42時間）・年360時間（月320時間）

⚫ 特別条項を設けた場合（臨時的な特別の事情があり労使が合意する場合）でも、

①時間外労働が年720時間以内

②時間外労働が月45時間（42時間）を超えることができるのは、年6回（６か月）が限度

③時間外労働と休日労働の合計が単月で100時間未満

④時間外労働と休日労働の合計について、２～６か月平均がいずれも１月あたり80時間以内

時間外労働の上限規制のイメージ

法定労働時間
１日８時間
１週４０時間

法律による上限（原則）
月45時間
年360時間

法律による上限
・年720時間以内
・複数月平均80時間以内 ※

・月100時間未満 ※  ※ 休日労働含む

１年間＝12か月

年間６か月まで
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午前・午後の勤務
(４時間＋４時間）
全部で８時間勤務

８時間を超えれば残業（赤）

残業手当（時間外手当）
⚫勤務時間８時間を超えて残業（時間外労
働）をさせたら、割増賃金を支払う。

⚫割増賃金率は25%（月60時間超は50％）
⚫深夜勤務（22：00～翌5：00）も25％

時給1,000円なら
1,000×1.25=1,250円
が支払われるということ。
これが時間外＋深夜だと
1,500円に。

(２) 労働時間の上限規制について
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１か月まとめての端数処理として

⚫30分でも、１分でも残業は残業です。
⚫端数が許されるのは、１か月の合計時間に端数が
あった場合、３０分未満の端数を切り捨て、それ以上
を1時間に切り上げることは許されている。

以下…以上…

細かい時間でもまと
めると大きな時間に
なることもある。

(２) 労働時間の上限規制について
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(３) 年次有給休暇について



継続勤務
年数 ６か月

1年
６か月

２年
６か月

３年
６か月

４年
６か月

５年
６か月

６年
６か月
以上

付与
日数

１０日 １１日 １２日 １４日 １６日 １８日 ２０日

① ８割以上の出勤。
② 取得すれば出勤扱い。
③ 時効は２年。

労働者からの請求
があれば与えないと
なりません。

⚫ 「働き方改革」では付与日数が10日以上の労働者に年５日の

年次有給休暇の取得が使用者に義務づけられました。

(３) 年次有給休暇について
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週所定労働日数が４日以下かつ週所定労働時間が30時間未満の労働者の付与日数

週所定
労働日数

１年間の
所定労働日数※

継続勤務年数

0.5 1.5 2.5 3.5 4.5 5.5 6.5以上

付与
日数

４日 169日～216日 ７日 ８日 ９日 10日 12日 13日 15日

３日 121日～168日 ５日 ６日 ６日 ８日 ９日 10日 11日

２日 73日～120日 ３日 ４日 ４日 ５日 ６日 ６日 ７日

１日 48日～ 72日 １日 ２日 ２日 ２日 ３日 ３日 ３日

⚫パートタイム労働者でも付与日数
が１０日以上の人もいます。

⚫その場合も５日分を付与しないと
なりません。

パートももら
えるわ！

(３) 年次有給休暇について
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月 火 水 木 金 土日

8 9 10 11 12 13 14

22 23 24 25 26 27 28
29 30 31

1 2 3 4 5 6 7

15 16 17 18 19 20 21

繁忙

⚫年休は、法で定められているため「うちは年次有給休暇などは無
い。」と言うことはできず、会社には、時季変更権だけがあります。

⚫年休を求めた時、特に忙しいなどの理由で取得時期を変更できる
権利です。

３日は、大量の注文が
入っている日なので19
日じゃダメか？

(３) 年次有給休暇について
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⚫付与日から１年間で５日間の取得がなされていなけ
れば、労働基準法違反の指摘を受けます。

⚫また、労働者ごとに「年次有給休暇管理簿」を作成
して３年間保存しなければなりません。

法違反アウ
トーォ

1年間で５日の
年休実績がない！

(３) 年次有給休暇について
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３年保存



所属する事業場ではどのように
労働時間を記録していますか？



労働安全衛生法では、、、、

 安衛法第66条の８の３

→ 事業者は、第66条の８第１項又は前条第１項の規定による面接指導を実施す
るため、厚生労働省令で定める方法により、労働者（次条第一項に規定する
者を除く。）の労働時間の状況を把握しなければならない。

長時間労働を行った労働者に対する面接指導を実施するために、まず、労働時間
を適正に把握しなければならない。



厚生労働省令で定める方法とは、、、

 安衛則第52条の７の３第１項

→ 法第六十六条の八の三の厚生労働省令で定める方法は、タイムカードによる
記録、パーソナルコンピュータ等の電子計算機の使用時間の記録等の客観的
な方法その他の適切な方法とする。

・タイムカードによる記録

・パーソナルコンピュータ等の電子計算機の使用時間の記録？

・その他適切な方法？



よくある質問
「本人の都合（通勤ラッシュを避けるため等）で始業時刻より早く出

勤している労働者がいるが、当該労働者が出勤時にすぐタイムカードを
打刻していると、始業時刻との著しいかい離が生じる。これも労働時間
として取り扱わなければならないか」

→客観的な記録＝労働時間ではない。
ただし、労働者が時間外労働であると申告していないが、客観的な記

録が事業場の定時の始業時刻、終業時刻と比較してかい離している場合
は実態調査、記録が必要。



通達における解釈
平成31年３月29日付け基発0329第２号
（「働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する法律による改正後の労働安全衛生
法及びじん肺法関係の解釈等について」の一部改正について）

 パーソナルコンピューター等の電子計算機の記録
→労働者が職場で使用するPCのログイン・ログアウトの記録
（業務で常にPCを使用する労働者であれば可能）

 タイムカードや上記の方法のほか、事業者による現認も客観的な記録として認められる。

 その他適切な方法
やむを得ずタイムカードやPCの記録などの客観的な方法により把握しがたい場合に

おいては、労働者の自己申告による把握が考えられる。

※やむを得ず客観的な方法により把握しがたい場合とは
→例 労働者が事業場外にて行う業務に直行直帰する場合など

ただし、直行直帰であっても事業場外から社内システムにアクセスすることができ、そ
のことによって客観的な方法による労働時間の状況が把握できる場合は当たらない。

原則は客観的な方法

勤怠システムによる記録も当然客観的な記録



（４） 相談窓口のご案内
無料



労働時間相談･支援コーナーのご案内
各労働基準監督署（県内に６箇所）では、「労働時間
相談・支援班」が、下記の相談内容に応じます。

受付時間：８時３０分～１７時１５分
（土・日・祝祭日を除く）

・改正労働基準法等に関する内容
・事業主からの時間外･休日労働協定（36協定）を含む
労働時間制度全般
・変形労働時間制などの労働時間に関する制度の導入
・長時間労働の削減に向けた取組

を利用してみませんか？

相談内容

(４) 相談窓口のご案内



イラスト「いらすとや」
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